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はじめに
ここ数百年における地球環境の急激な変化は，地球生命全体に大きく影響
を与えている。地球そのものが消失することはほとんどないと考えられるが，
人間をはじめ生態系を構成する要素は減少しており，多くの生物は連鎖的に
消滅する可能性が高い。そもそも地球は，誕生してから約46億年間でさまざ
まな環境を体験している。誕生から数億年は灼熱地獄だったとされているが，
数億年前には全球凍結という地球全体が氷河に覆われた時代もあったとされ
ている。6,500万年前には，メキシコのユカタン半島に直径約10キロメート
ルの小惑星が激突し，その巨大なエネルギーのため著しい気候変動が発生し
104
たこともわかっている。この現象のため，約２億3,000万年前から6,500万年
前まで地上に約’億6,500万年間繁栄していた恐竜が絶滅したと考えられて
いる。その後約160万年前から氷河時代がはじまり，数万年程度の周期で氷
河期が起こっている。約１万２千年～２万年前には，地球上の多くの水分が
氷河となっていたため，海面が120メートル以上低下していたと考えられて
いる。1980年代頃までは現在の気候変動は，次の氷河期が近づいていること
による地球冷却化が原因であるという学説が有力視されていた。しかし，そ
れと並行して大気中の地球温暖化原因物質の増加による気温上昇についての
科学的な研究も進められていた。１９世紀はじめには，ＪＢ・ジョゼフ・フーリ
エ（JeanBaptisteJosephFourier）が，地球を取り巻く大気が赤外線の一
部を吸収することによって温暖化していることを確認している。1967年には
マサチューセッツ工科大学（MassachusettsInstituteofTechnology：
MIT）が，二酸化炭素増加による地球温暖化が気候変動を発生させている
可能性を示した。そして，1980年と1988年に米国を襲った熱波が地球温暖化
に対する世論を急激に高め，国際的な議論を誘発し，1988年にカナダ・トロ
ントで「変化しつつある大気圏に関する国際会議」が開催されている。この
会議で，地球温暖化が気候変動の原因であることが，ほぼ国際的にコンセン
サスを得ている。その後，ＷＭＯ（WorldMeteorologicalOrganizatiｏｎ：
世界気候機関）とＵＮＥＰ（UnitedNationsEnvironmentProgramme：国
連環境計画）の指導のもとに，気候変動の原因と影響を（自然及び社会）科
学的に解明するための「気候変動に関する政府間パネル（Intergovemmen‐
talPanelonClimateChange；以下，ＩＰＣＣとする)」が設置されている。
現在IPCCによって，地球表面の気温上昇が科学的にほぼ証明され，その影
響の解析が進められている。
本論文では，未だに自然科学的には不明な部分が多い地球環境変動に対し
て，人為的な原因を削減するための制度の課題と今後のあり方を検討した。
なお，地球全体に影響が及んでいる環境問題として，オゾン層の破壊による
紫外線量の増加と地球温暖化によって発生している気候変動を取り上げた。
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不確定要因
１科学的蓋然性
高度な科学的な要因に基づく原因とその結果について因果関係の証明する
ことは，環境問題に限らず極めて難しい面が多い。地球環境変動に関しては，
物理学，化学，生物学など多くの学術的な面からの検討が必要である。
地球環境問題の中でもフロン類などによる成層圏に存在するオゾン層の破
壊は，その原因と結果の因果関係に関して国際的なコンセンサスが得られる
までに十数年を要した。しかし，北欧やオーストラリアなど高緯度地域で紫
外線による健康被害が多発してきたことによって，先進国を中心にオゾン層
破壊原因物質の生産，使用の全廃規制が早足で進められた。従来より発生し
ていた有害物質汚染は，汚染物質の放出によって，それを摂取した者がアレ
ルギーや皮膚ガンなどの被害を被るといった「人為的な放出物質が，被害を
（１）
発生させる一次的な影響」となっていたｶｺﾞ，地球環境問題は，自然界で連鎖
反応的に発生する副次的な影響となっていることが因果関係をさらに複雑に
している。フロン類の放出による地球環境問題は，フロン類にオゾン層が破
壊されることによって宇宙から地上に降り注がれる有害な紫外線が増加する
二次的な影響が被害を発生させている。
一方，地球温暖化による各種被害の発生メカニズムは極めて複雑である。
（２）
温暖化そのもｶｺﾞ直接発生させる被害は，熱波による健康障害，農作物被害，
（３）
乾燥による山火事などを発生させ，社会ﾛｩな注目も極めて高い。日本でも
2007年８月16日に，岐阜県多治見市と埼玉県熊谷市で観測史上最高となる気
温40.9°Ｃが観測され，７４年ぶりの最高気温の更新となった。人への健康被害
以外では，気温上昇による生態系の生息域の変化，海水の温度上昇による海
中における生態系の変化，海水膨張による海面上昇がある。また，二次的な
被害となると次第に複雑化してくる。人の生活など活動に関わるものとして
は，夏期の冷房等エネルギー消費の増加，暖冬によるスキー場等の閉鎖，生
態系が変化した事による害虫の大量発生，マラリアなど感染の拡大などが挙
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げられる。また，氷河が溶解することによる氷河湖の出現，海面上昇で高潮
など災害の可能性が高まっている。さらに，気温上昇，海水温上昇による気
候変動，海流の変動が発生し，（集中豪雨など）洪水，台風，竜巻・ダウン
パーストなど予想しにくい気象現象による被害の可能性が高まっている。被
害発生のメカニズムが複雑になるに従い，地球温暖化との因果関係が不明確
となる。科学的な証明の限界といわざるをえない。
世界中の科学者が集まって検討を進めているIPCCは，この科学的な蓋然
性を高めるために地球温暖化による現象の解明や「気候変動に関する国際連
合枠組条約の京都議定書（KyotoProtocoltotheUnitedNationｓＦｒａｍｅ‐
workConventiononClimateChange；以下，京都議定書とする)」で定
められている地球温暖化原因物質の温暖化の歴史的な寄与度などが検討され
ている。これまでに４回の研究結果報告がなされており，更新されるごとに
データの信頼性向上が謡われている。また，地球温暖化のスピードが徐々に
速まっていることも確認されており，気候変動や生態系への被害が多方面に
わたることも次第に明らかになってきている。しかし，経済的な影響は，そ
の対策にかかる莫大な費用の方を注目しているため，科学的な高い蓋然性が
証明されなければ国際的な制度に関しても諸外国のコンセンサスを得ること
は困難である。尤も気候変動による被害が世界各地で甚大となってくると最
も確からしい科学的な根拠に基づいて対策が自発的に進められることとなろ
う。
２環境変動における因子
（１）科学と経済面におけるコンセンサスのレベル
地球温暖化の原因に関しては，現在でも不明確なところが多い。地球の大
気を最も温暖化させている物質は水蒸気であり，科学的知見に開きはあるが，
地球温暖化の80～90％，または97％の効果を占めていると考えられている。
人為的に発生する水蒸気は，自然から発生するものに比べ極めて少ないため，
仮に水蒸気が現在の地球温暖化の原因とすると，人為的な活動を原因とする
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蓋然性は低くなる。地球温暖化防止制度を根本から考え直す必要が生じる。
しかし，大気中の二酸化炭素の濃度の上昇と気温の上昇との相関が非常に高
いことなどから，ＩＰＣＣでは地球温暖化の主な原因と見ている。この分析結
果では，法的判断をする際の高度な科学的証明と考えることはできないが，
気候変動は人類生存に関わる究極のリスクに関わるものであるので国際的に
注目が集まっている。ただし，世界各国の政府，企業では，地球温暖化を助
長する科学技術の研究開発を積極的に進めているのが現状で，地球温暖化防
止に関して必ずしも国際的な高いレベルでコンセンサスが得られているわけ
ではない。多くの地球温暖化原因物質を排出することになっても，物やサー
ビスを豊富に使う技術の開発動向の方が注目を浴びている。気候変動に関し
ての科学的な被害予測は，信頼性の評価をするための比較になる事実がない
ため，コンセンサスが得られにくいとも考えられる。
一方，見方を変えて経済的な観点から地球温暖化対策を考えると，前にも
述べたとおり気候変動によって生じる不明確な損害よりも，対策を施すこと
によって明らかに必要となる費用の方が注目されているといえる。この見方
には，各国，または個人で大きな温度差がある。対策実施に対するマイナス
要因は，費用負担が個別に大きな開きがあることと，不確定要因が多い将来
の損害に対して費やす負担への懸念である。それは，リスク分析の観点から
考えると，気候変動による損害は，ハザードでさえ推測が困難であり，その
後の時間の経過にともなう拡大（頻度）も計り知れないことは予想され，信
頼性をもった大きさで示すことはできないことによる。ハザードの規模は，
少しずつ大きくなってきているが，ランダムな現象であるため地球温暖化に
よる気候変動との相関性が高くなっているとは証明しづらい。したがって，
このような知見のレベルでは，具体的な経済的支出がためらわれるのも安易
に批判できない。
（２）科学的証明の現実と限界
気候変動防止に関する各国の見解の相違は，二酸化炭素など６種類の地球
温暖化原因物質の具体的な削減規制を定めた京都議定書策定のための議論に
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おいて顕著となっている。地球温暖化が気候変動の原因であることは，前述
の1988年の「変化しつつある大気圏に関する国際会議」以降，国際的なコン
センサスを得ているが，地球温暖化の原因を二酸化炭素など人為的に発生す
る化学物質とすることには賛否両論がある。科学的な証明には，莫大なデー
タに基づいた，極めて高度な分析が必要であるため，一般公衆にとっては理
解しがたい。地球変動は，自然現象の中でも発生しているものであるので，
人為的に発生していると直接理解，または感じ取ることは難しい。そもそも
地球温暖化についての専門分野そのものは存在せず，物理学，気象学，化学
など多岐にわたる専門分野からの解析の集積に基づいている知見である。予
測にも複数のシナリオが提案されており，この結果に基づき人類の行動を規
制することはさらにコンセンサスを得にくい。このシナリオから，現人類へ
の影響というより，次世代以降での被害が予想されていることも規制へのイ
ンセンティブが上がらない原因であろう。
また，人為的に発生する地球温暖化原因物質とされているものは，二酸化
炭素だけではない。地球温暖化する科学的な効果は，他の物質の方が大きい。
京都議定書では，地球温暖化原因物質を，①二酸化炭素（carbondioxide
：ＣＯ２）及び，②メタン（Methane：ＣＨ４)，③亜酸化窒素［または，￣酸
化二窒素］（nitrousoxide：Ｎ２Ｏ)，④ハイドロフルオロカーポン類（hyd
rofluorocarbons：HFCs)，⑤パーフルオロカーボン類（perfluorocarbons
PFCs)，⑥六フッ素イオウ（sulfurhexafluoride：ＳＦ6）の６物質と定
（４）
めている。フロン類（CFC類）やＨＣＦＣ類，ハロン類（ｉ肖火剤などに使わ
れる臭素化合物）も人為的に放出される温室効果が高い化学物質であるが，
既に「オゾン層の保護のためのウィーン条約（ViennaConventionforthe
ProtectionoftheOzoneLayer)」（1985年３月採択，1988年９月発効）に
基づく「オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定書（MontrealProto‐
colonSubstancesDepletetheOzoneLayer)」（1987年９月採択，1989年
１月発効）で規制されているため京都議定書で規制される化学物質からは除
（５）
かれている。これらフロン類は，先進諸国で(ま2020年で全廃が義務づけられ
地球環境変動防止制度の今後（勝田）１０９
ているため，地球温暖化原因物質に比べ，厳しい規制が課されている。わが
国の「地球温暖化対策の推進に関する法律」施行令（平成１１年４月７日政令
第143号）第四条で「温室効果物質」として示される物質の地球温暖化係数
(ＧＷＰ：GlobalWarmingPotentiaD，及び「特定物質の規制等によるオゾ
ン層の保護に関する法律」の施行令（平成６年９月26日政令第308号）第２
条第１項別表に示されるオゾン層破壊物質（地球温暖化も引き起こす物質）
についてIPCCが示した地球温暖化係数を表１に記述する。
化学物質は，環境中で反応し，時間の経過と共に別の化合物に変化してい
るため，地球温暖化原因物質も僅かずつ減少している。表１の地球温暖化係
数は，100年間に崩壊［変化］し減少する値も考慮し，算出されている。し
たがって，５年後，10年後の地球温暖化効果を比較する場合，微妙に誤差を
生じていることとなる。また，京都議定書に定められている各規制物質の排
出量に地球温暖化係数を乗じて，二酸化炭素換算量とした総地球温暖化原因
物質が示されることがあるが，各々の排出源及び使われ方は異なっており，
対策を検討するには合理性に欠ける。リスクについては，ハザード（地球温
暖化係数）と排出量を乗じたものとなるため，計算時の全世界の地球温暖化
の影響可能性を論ずろには妥当である。しかし，二酸化炭素の排出源のみで
も非常に多様になっており，（気候変動の要因の）地球温暖化の人為的な原
因を単純に定めることはできない。むしろ，発生源がある程度限定でき，地
球温暖化係数が高いメタン，一酸化二窒素，パーフルオロカーボン，ハイド
ロフルオロカーボン，六フッイヒイオウについて具体的な規制を行った方が有
効であると考えられる。
二酸化炭素の排出総量に関しては，複数の排出源が複合したものであるの
で，それらの積み重ねの一つ一つに対して検討を進めていかなければならな
い。二酸化炭素の大きな排出源である産業界に一方的に削減対策を求める声
をよく聞くが，短絡的な発想である。企業は，人類が使う物とサービスのほ
とんどすべてを提供していることから，その消費サイドでの取り組み，すな
わち選択及び使い方も重要である。資源採掘，運搬（移動)，生産，販売，
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表１温室効果ガスの地球温暖化係数（GWPs）
【訂弱一
３５
３６
※地球温暖化係数は二酸化炭素をｌとした場合の比較値
※Ｌ～24.までは，「地球温暖化対策の推進に関する法律」の規制対象物質として施行令（平成
１１年４月７日政令第143号）第四条に示されている。
※２５.～36.は，「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」の施行令（平成６年９
月26日政令第308号）第二条第１項別表に記載される物質について，ＩＰＣＣの地球温暖化係数発
表値より引用している。
※ＩＰＣＣでは，地球温暖化係数（ＧＷＰ：GlobalWarmingPotential）を第２次報告書（1995年
１２月）及び第３次報告書（2001年４月）で公表しているが，京都議定書（1997年12月）が採択
された時に判明していた第２次報告書の値を使用している。
※最も温室効果が高い水蒸気は，水，雲など短時間で状態が変化するため，地球温暖化係数
は，算出できないとされ公表されていない。
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フッイヒガス
二酸化炭素
(化石燃料利用）
56.6％（
(その他）
２８％
※「森林伐採などによる二酸化炭素」には、森林伐採による二酸化炭素排出量、伐採
や木材搬出後に残る地上バイオマスの腐敗（分解）による二酸化炭素排出量等が含
まれる。
人為起源地球温暖化原因物質排出量の内訳(2004年)(二酸化炭素換算）
出典：環境省「ストツプザ温暖化2008」１５頁
図'１
消費，廃棄処理，処分を科学的に定量評価する LCA分析に基づかなければ
原因の重み付けはできない。 LCA分析に関するデータは現在整備しかし，
各種の化石燃料の燃焼を起源とする二酸化炭素のしはじめたばかりであり，
環境中への排出割合に関しても十分なデータはない。 細切れの特定データを
無理に貼り合わせても， 地球温暖化とその原因についてあまり説得性がある
因果関係を証明することは不可能である。化石燃料の燃焼による二酸化炭素
の排出は， 石油の輸入量やプラスチック製品の製造量， 燃料-総量等を考慮し
に思われるが，排出算出したものであるので，
源は種々さまざまである。
一見まとまった排出量のように思われるが，
図１に示すように2004年の化石燃料利用の二酸化
全体を総合的に減少させるこ炭素の排出は56.6％を占めるが， とは難しいと
いえよう。発電，送電，ボイラー，
などで，省エネルギー，再生可能
自動車・航空機・船など輸送機械， 照明
エネルギーの普及，及び物.及び物・サービス利用
法政策としては，対策があまりの効率化を多面的に進めていく必要がある。
にも多|肢にわたり研究開発が多様化し早く進捗していることから， 具体的な
境税，排個別の対策を推し進めるより， 助成金の申請に対して個別審査， 環境税，
1１２
出権（量）など市場をマクロで動かす経済的な誘導政策が世界各国で積極的
に進められている。わが国では，助成金制度は広く行われている。しかしマ
イナス要因を利用する環境税，排出権（量）などは産業界，一般公衆などか
らの強い反対がある。二酸化炭素以外の地球温暖化原因物質による排出割合
(二酸化炭素換算）は，メタンが14.3％，や一酸化二窒素が7.9％と比較的多
く，排出源が拡散する前に排出に関する科学的な知見を検討しておく必要が
あるだろう。京都議定書ではメタン排出抑制の政策的措置について，特別に
第２条第１項（ａ）（viii）で，「廃棄物管理や，生産，運輸，エネルギー配
送における回収，再利用を通して，メタン排出量の抑制，削減をする」と定
めている。
森林伐採など人為的な土地利用の変化については，第３条第３項で「附属
書Ｉの各締約国が本条のコミットメントを達成するために使用する温室効果
ガスのネット変化とは，直接的人為的な土地利用変化や林業活動に起因する
排出量および吸収源による除去量を指し，1990年移行の植林（afforesta
tion)，再植林（reforestation)，森林減少（deforestation）に限定し，各
コミットメント期間における検証可能なストックの変化として測定されたも
のを対象とする。これらの活動に関連する温室効果ガスの発生源からの排出
および吸収源による除去量は，透明性の高い（transparent）検証可能な
(verifiable）方法で報告され，第７条および８条の規定にしたがい，ビュ
ーされなければならない｡」とされている。この後，土地利用・土地被覆研
究（LandUseandCoverChange；ＬUCC）に関しては，国際的に検討が
進められた。2001年10月にモロッコ・マラケシュで開催された気候変動に関
する国際連合枠組み条約第７回締約国会議（ＣＯＰ７）では，土地利用，土
地利用変化，森林シンク（森林吸収源）に関する詳細な運用ルールが合意さ
（い
れている。しかし，近年，米国，ブラジルなどｶｺﾞ中心となってカーボンニュ
ートラルである農作物をバイオ燃料とする試みが進んだ結果，アフリカの
国々をはじめ複数の開発途上国で食糧不足問題が発生してしまっている。今
後も土地利用について，さらなる検討が必要と考えられる。
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（３）環境破壊物質の多様な発生源
地球的規模で問題となった「オゾン層の破壊」で規制対象となった産業は，
フロン類やＨＣＦＣ類，ハロン類の製造と使用に限定されていたため，代替
品及び代替方法が積極的に開発された。ＨＣＦＣ類は，HCFC-22のように冷
媒として従来より使用されていたものもあったが，フロン類の全廃に対応す
るために過渡的物質としても使用された。他方，フロン類の代替物質として
開発普及したＨＦＣ類（ハイドロフルオロカーボン類）は，地球温暖化原因
物質として京都議定書の規制対象物質となってしまった。フロン類の冷媒の
代替品として冷蔵庫・冷凍庫に使用していたHFC-l34a（R134a）は，地球
温暖化係数が1,300もあり，現在は，イソブタン（R600a）や二酸化炭素な
どに代替された。対して，地球温暖化原因物質に関しては，発生源となる産
業部門は，非常に広範囲にわたっている。
京都議定書では，人為的な地球温暖化原因物質の環境放出源として，表２
に示す産業部門を示している（｢気候変動に関する国際連合枠組条約の京都
議定書附属書Ａ【対象部門】より)。地球温暖化原因物質の排出源は，ほと
んどの産業界に及んでいる。オゾン層保護のためにオゾン層破壊物質である
フロン類等の使用と製造を禁止したように排出源を限定することは困難であ
る。さらに，被害者は，一般公衆だけではなく加害者である産業界に及ぶこ
とから，この汚染事件として当事者間の関係は複雑である。他方，産業界の
加害行為は，生産だけではなく，その作り出す製品の消費段階でも発生する。
一般公衆が利用している製品（物）とサービスは，ほとんどを企業が提供し
ており，その発生源は一般公衆である。製品を購入した一般公衆の使い方次
第で地球温暖化原因物質の発生量を減少することも可能である。
地球的規模の環境変動と国際的な防止制度
ｌオゾン層保護
（１）地球規模の環境保護の取り組み
｢オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定書」の批准国は，2002年
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表２京都議定書に示された地球温暖化原因物質の発生源と産業部門等
出典：京都議定書附属書Ａ〔対象部門〕より作成
12月現在で183カ国と１地域となっており，わが国はすべての改正議定書に
批准を実施している。このオゾン層を保護するための制度は，地球環境変動
に関する初めての国際的な取り組みといえる。当該議定書では，フロン類
(CFCs）の削減スケジュールを定めており，各批准国では各国内法に従い
発生源 産業部門等
エネルギー 燃料の燃焼
その他
エネルギー産業
製造業および建設
運輸
その他部門
燃料の漏出
固形燃料
石油および天然ガス
その他
工業プロセス 鉱業製品
化学産業
金属生産
その他の生産
炭化水素および六フシ化硫黄の生産
炭化水素および六フシ化硫黄の消費
その他
溶剤および
その他の製品の使用
農業 家畜の腸内発酵
家畜の糞尿管理
稲作
農業土壌
サバンナの野焼き
農業廃棄物の野焼き
その他
廃棄物 固形廃棄物の埋め立て
下水処理
廃棄物の焼却
その他
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削減を実施している。制定当初は，世界各国が大きな経済的な負担を生じる
ことから規制の遵守が危ぶまれたが，紫外線の被害対策が緊急を要していた
ため，規制スケジュールは急激なものとなった。代替品開発における新たな
市場が開発されたことなども追い風となった。これまで世界全体を対象とし
た環境規制はそれまでに経験がなかったため，この規制にあまり注目してい
なかった，または,情報収集を怠っていた企業はフロンの供給が止まり窮地に
立たされることとなった。規制に対処できない企業やフロン類を必要として
いる消費者に対して，ロシア等からの密輸が続出し国際問題ともなった。産
業界には，フロン類を使用する工程を，いち早く下請け企業へ移行させ，見
かけ上削減を進めるところもあった。
また，フロン類及び過度的物質などその代替品は，前述したとおり地球温
暖化にも起因しており，前述の通り現在，カークーラーや冷蔵庫などの冷媒
に使用されているＨＦＣ（hydrofluorocarbon）類などは，温暖化原因物質
としても削減対象となっている。フロン類に関しては，気候変動に関する国
際連合枠組条約の京都議定書より厳しい規制で削減は進んでいるが，その対
処として開発・普及したＨＦＣ類などをさらに代替する必要が発生したため，
対策はまだ続けていかなければならない状況である。フロン類（CFCs）と
（７）
はＢＩに，同じハロゲン物質であるハロン（ハロン1211,ハロン1301,ハロン
2402）は，臭素化合物でオゾン層破壊係数も地球温暖化係数も非常に高い物
質である。しかし，消火剤としては，極めてよい機能を持ち，航空機や手術
室などエッセンシャルユース（essentialuse）が認められている。
他方，ＨＣＦＣ類などフロン代替品自体の安全性や環境影響についても検
討が行われ，大手フロンメーカーは，国際的組織を形成し評価試験を行った。
安全性評価試験は，ＰＡＦＴ（ProgramforAlternativeFluorocarbonToxic-
ity)，環境影響評価は，ＡＦＥＡＳ（AlternativeFluorocarbonEnvironｍｅ‐
ntalAcceptabilityStudy）と呼ばれた。参加企業は，米国からデュポン，
アライド，欧州からアトケム，アクゾ，ローヌプーラン，ＩＣＩなど，日本
からダイキン，旭硝子，昭和電工，セントラル硝子などがあった。
１１６
（２）わが国の取り組み
わが国では，ウィーン条約及びモントリオール議定書の規制実施を確保す
るために「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」が，１９８８
（８）
年５月に公布・施行されている。この法律に従いわｶｺﾞ国の基本的なフロン類
の生産使用制限が実施されている。また，エアコン，冷蔵庫など家庭電化製
品やカーエアコンからのフロン類等の回収も重要となっており，リサイクル
法での対応が必要となっている。特定家庭用機器再商品化法（家電リサイク
ル法）では，製造者による製品の引き取り及びリサイクル責任を定め，ユー
ザー責任として，回収・処理に伴う費用の負担を規定している。使用済自動
車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）でも，自動車メーカー
がディーラー等を通して，フロン類を回収し，処理することが義務付けられ
ている。2001年６月には「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の
確保等に関する法律」（通称：フロン破壊法）が制定され，業務用冷凍空調
機器（第１種特定製品）は，2002年４月から施行され，カーエアコン（第２
種特定製品）については，2002年10月から施行されている。規制対象となる
フロン類は，CFC，HCFC，ＨＦＣと定められている。当該法は，2007年10
月から改正され，業務用冷凍空調機器の所有者に対し，整備，廃棄の際の手
続き等が厳しくなり，フロン類（CFCs）を放出すると「１年以下の懲役又
は50万円以下の罰金」が課されることとなり，規制が強化された。今後オゾ
ン層の破壊が進み，地上に降り注ぐ紫外線が増加した場合，さらに規制を強
化する必要があるだろう。
オゾン層は，陸上の生物にとって最も重要な環境であり，その保護は人類
にとって最重要課題である。このリスクは，原因と被害の因果関係が比較的
理解しやすいため，フロン類等の生産・使用規制が国際的に進んだと考えら
れる。
２気候変動
(1)京都議定書
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京都議定書は，1995年３月ドイツのベルリンで開催された気候変動に関す
る国際連合枠組み条約第１回締約国会議（COPl-UNFCCC）で，「第３回
（９）
締約国会議において2000年以降の温室効果ガス排出#ﾘ減規制の詳細を決め
る」としたベルリンマンデートにしたがって策定されたものである。この会
議には，全世界161カ国から約１万人の参加者が集まり，様々な立場から多
くの議論が行われた。しかし，2001年に地球温暖化原因物質を最も排出して
いる米国が当該議定書の不支持を表明し，経済優先の姿勢を示している。京
都議定書第25条第１項では発効要件を「本議定書は，附属書Ｉの締約国全体
の1990年の合計二酸化炭素排出量の少なくとも55％を占める附属書Ｉの締約
国が加入し，かつ55か国以上の条約の締約国が批准書，受託書，承認書，ま
たは加入書を寄託した日の90日後に効力を生ずる｡」となっている。1990年
における米国の二酸化炭素排出量が，36.1％を占めていることから，次いで
17.4％を占めるロシアが脱退すると，京都議定書の発効ができなくなる事態
となった。ロシア政府は，開発の優先とホットエアの売却と共同実施
(Jointlmplementation）による投資益を天秤にかけ，批准の有無について
経済的利益の大きい方を数年間検討した。その結果，ロシアは2004年11月に
批准を表明し，2005年１月に京都議定書の批准状況が，135カ国と１機関
(EuropeanUnion：ＥＵ）に達し，2005年２月に発効する運びとなった。し
かし，京都議定書に米国等不参加の国があることから，議定書に関した議論
は，気候変動に関する国際連合枠組み条約国間の会議（Conferenceofthe
Parties：COP）ではなく，批准国間での会議（MeetingoftheParties：
ＭＯＰ）で行われている。
一方，京都議定書では，地球温暖化物質の排出権取引（量）や，先進国ま
たは開発途上国と条約締約国での排出権（量）の譲渡などを定めた京都メカ
ニズムが制定され，投資，技術移転など経済的な誘導規制が取り入れられた。
ただし，環境中に人為的に排出される二酸化炭素の量は，現状では，人間活
動の規模にほぼ比例しているため，その排出量は各国の経済格差を反映して
しまう。さらに，工業新興国の成長を減速させることにもなりかねない。ま
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た，当該議定書では，地球温暖化原因物質削減の数値目標のベースラインを
1990年としたため，この年の世界各国の経済格差が固定されてしまう恐れが
ある（表２参照)。人類全体を平等に考えるならば，地理的特性などを配慮
して一人当たりの二酸化炭素の排出量で検討するべきであろう。2003年の現
状では，米国国民一人当たり年間19.73トンの二酸化炭素が排出されている
が，日本では，９．６４トン，中国で3.21トン，ベトナムで0.75トンである。米
国とベトナムでは，２６倍以上の格差がある。ただし，各国の排出量の割合は，
京都議定書の基準年（1990年）とは大きく変化しており，現在では，中国，
インドなどBRICS諸国からの地球温暖化原因物質の排出が急激に増加して
いる。京都議定書の削減目標はすでに科学的根拠は失っているといえる。尤
も省エネルギー技術の普及など環境効率が向上し，単位エネルギー当たりの
サービス量が増加すれば，エネルギー需要をあまり増加せずに経済成長は見
込めるだろう。急激に経済発展する国々では，省エネルギー等技術の導入は
（10）
不可欠であり，京都メカニズムによる技術移転，投資(よ重要と考えられる。
また，気候変動に関する国際連合枠組み条約第13回締約国会議（COP13-
UNFCCC）においても，先進国は開発途上国に対して「共通だが差異ある
（11）
責任を負う」ことｶｺﾞ確認されており，ＣＤＭ（CleanDevelopmentMecha‐
nism）への期待も大きい。
また議定書では地球温暖化原因物質の削減目標を，1990年（ハイドロフル
オロカーポン類，パーフルオロカーボン類，六フッ素イオウは1995年）の排
出を基準として，最初の目標期間（第一約束期間）である2008年から2012年
までに付属書Ｉの締約国全体で少なくとも５％削減が求められている（京都
議定書第３条第１項)。各国の削減数値コミットメントによって算出された
割当量（Assignedamounts）は，わが国は６％，米国が７％，ＥＵが８％，
ロシアが０％，オーストラリアが－８％などとなっている（京都議定書第３
条第１項，附属書Ｂ【各国の数値コミットメント】：表２参照)。なお，目標
を超えた削減量の繰り越し，複数の国での共同達成（バブル）［ＥＵ］が認め
られている（京都議定書第４条)。本年すでに第一約束期間に入っており，
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国連気候変動枠組条約京都議定書（附表）附属書|国における1990年のＣＯ２排出量
とＣＯ２排出削減比率（京都議定書第25条の目的のため.FCCC/CP/97／７／Addl）
及び京都議定書附属書Ｂ【各国の数値コミットメント】
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掌市場経済への移行過程にある国
締約国 排出量(Ｇｇ－ＣＯ２） ％
数量化された排出抑制／削減の
コミットメント（％）
オーストラリア 288.965 2.1 108
オーストリア 5９．２００ 0.4 9２
ベルギー 113.405 0.8 9２
ブルガリア＊ 8２．９９０ 0.6 9２
カナダ 457.441 3.3 9４
クロ チア ＊ 9５
チェ 共和国＊ 169.514 1.2 9２
デン ーク 52100 0.4 9２
エス ニア ＊ 3７，７９７ 0.3 9２
ヨー ッパ共同体 9２
ィン ンド 5３．９ ０ 0.4 9２
フラン 366.536 2.7 9２
ドイツ 1,012,443 7.4 9２
ギリシャ 8２．１ ０ 0.6 9２
ハンガリー ＊ 7１９７３ 0.5 9４
アイスラ ド 2,172 0.0 110
アイルランド 3０７１９ 0.2 9２
イタリ 428.941 3.1 9２
日本 1,173,360 ８．５ 9４
ラトビア ＊ 2 ． 0.2 9２
リヒテンシ ユ ダイン 0.0 9２
リト ニア＊ 9２
ル ンブルグ 1１，３４３ ０．１ 9２
モナ １ ０．０ 9２
オランダ ,60 1．２ 9２
ニュージーランド ５．５３０ ０．２ 100
ノル エ ５，５３３ 0.3 9２
ポー ンド ＊ １４．９３０ ３．０ 9２
ポル ガ 4２１４８ ０．３ 9２
ルーマニア＊ ７１，１０３ 1.2 9２
ロシア連邦＊ ２．３８８．７２０ 1７．４ 100
バキア＊ 5 ．２７８ ０．４ 9２
ロベニア＊ 9２
ペイン 260,654 1.9 9２
ウ エ －デン １．２５６ 0.4 9２
スイス 4３．６００ ０．３ 9２
ウク イナ ＊ 100
英国 584.078 ４．３ 9２
アメリカ合衆国 ４．９５７．０２２ 3６．１ 9３
合計 1３，７２８，３０６ 100.0
1２０
削減目標のクリアが各国の重要項目となっている。削減がクリアできない場
合，京都メカニズムを利用して排出権（量）を確保しなければならないため，
わが国では具体的な投資等が進められている。気候変動による被害も顕著に
なりつつあり，2007年にオーストラリアで発生した干魅は，農作物などに大
きな被害を発生させた。オーストラリアからわが国への小麦の輸出が急激に
減少し関連食品の高騰も引き起こしている。オーストラリアでは，気候変動
によるリスクに世論が高まり，京都議定書の脱退を取り消し，批准している。
今後，世界各国で気候変動による経済的な損失が明らかになってくると国際
的関心も一層高まっていくことが予想され，ポスト京都議定書に大きな影響
を与えると考えられる。ただし，根本的な問題として，今後も各国の削減数
値目標に科学的な根拠が希薄なことが，コンセンサスの大きな障害となるだ
ろう。世界全体における削減目標に対して科学的根拠を持たせことは，比較
的容易（または反対がしにくい）と思われるが，各国個別の目標となると直
接的な経済へのダメージが想定できるため，様々な主体から猛反発があるだ
ろう。
（２）エネルギー安全保障との関係
（12）
2008年７月に行われた1同爺湖サミットでは，ポスト京都議定書をにらんで
地球温暖化原因物質の削減が取り上げられた。しかし，エネルギーの安全保
障面からの検討が強い。世界のエネルギー需要は増加の一途であり，世界の
（13）
各地で需要力i拡大している。1970年代に発生したオイルショックでは，省エ
ネルギーと石油代替エネルギー（原子力エネルギー及び再生可能エネルギ
ー）の開発が進められた。わが国では，「エネルギーの使用の合理化に関す
る法律（以下，省エネルギー法とする｡)」（1973年施行)，「石油代替エネル
ギーの開発及び導入の促進に関する法律（以下，石油代替エネルギー法とす
る｡)」（1980年施行）によって，開発が誘導された。
省エネルギー法は，そもそもはエネルギーの安定供給を目的としているが，
一定の資源量がもつサービス量を増加させることが，資源生産性の向上とな
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り，環境政策上も有効な手段である。省エネルギー法による工場に係る措置
では，エネルギーの使用の合理化の適切かつ有効な実施を図るため，事業を
行う者の判断の基準となるべき事項（省エネルギー法第５条［平成18年６月
２日法律第50号]）として，「①燃料の燃焼の合理化，②加熱及び冷却並びに
伝熱の合理化③廃熱の回収利用，④熱の動力等への変換の合理化，⑤放射，
伝導，抵抗等によるエネルギーの損失の防止，⑥電気の動力，熱等への変換
の合理化」が定められている。これらは，排出物，廃棄物の低減になり，減
少されるエネルギーが化石燃料の場合，地球温暖化防止としても有効である。
また，1998年法改正時にトップランナー方式が導入され，電気機器や自動
車などの燃費の省エネルギー基準を，現在商品化されている個々の製品のう
ち最も優れている機器の性能以上にすることが定められ，製品開発面でも誘
（14）
導力x図られて(､ろ。
他方，石油代替エネルギー法では，代替エネルギーとして期待されている
ものは，石炭や天然ガスなど化石燃料であるが，これらは石油と同様に地球
を温暖化させる二酸化炭素を大量に排出する。現在安全対策の不備が原因で
複数の発電設備が停止してる原子力発電所が再開され，安全な管理なもとで
発電量が増加すれば，地球温暖化対策として有力な手段を得ることになる。
ただし，放射線が照射されなくなるまでに数万年も要する核廃棄物の安全な
貯蔵（または処理）も確保しなければならない。
また，石油代替エネルギー法では，総合的なエネルギーの供給の確保の見
地から，石油代替エネルギーの供給目標を定め，これを公表することが義務
づけられている（第３条第１項)。なお，当該目標を定めるときは，閣議の
決定が必要である（第３条第４項)。実際の検討は，経済産業省内に設置さ
れた「総合資源エネルギー調査会」（総合資源エネルギー調査会令［平成十
二年六月七日政令第二百九十三号］に従う）で行われ，エネルギーの需要及
び石油の供給の長期見通し，石油代替エネルギーの開発の状況その他の事`情
(勘案)，及び環境の保全（留意）が考慮され進められている（第３条第２
項)。総合資源エネルギー調査会には，鉱業分科会，石油分科会，石油需給
122
表32010年度における石油代替エネルギーの供給目標（2005年４月28日閣議決定）
※「その他の石油代替エネルギー」には，太陽光，風力，バイオマス等のいわゆる新エネルギー
(導入目標量：1,910万ｋl）に加え，工業プロセスにおける回収エネルギー（回収蒸気の有効活
用，高炉における炉頂圧発電等：490万ｋl）が含まれる。
出典：2005年３月に経済産業省内に設置された「総合資源エネルギー調査会」で改定された「長
期エネルギー需給見通し」（2005年４月28日閣議決定）における「石油代替エネルギーの
供給目標」（石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律第３条第１項）より
抜粋。
調整分科会，電気事業分科会，電源開発分科会，高圧ガス及び火薬類保安分
科会が置かれ，さらに調査会及び分科会には「部会」が置かれる場合もある
(総合資源エネルギー調査会令第６条，第７条)。2005年３月に総合資源エネ
ルギー調査会が示した「長期エネルギー需給見通し」に基づき改定された
｢石油代替エネルギーの供給目標」（表３参照）では，経済成長見通しの下方
修正及び省エネルギー技術の進展等を反映して，全体の供給数量が2002年３
月に発表された供給目標合計3.3億キロリットル（原油換算）より02億キロ
リトル（原油換算）減少している。
当該供給目標は，石炭と天然ガスの供給で57.8％と化石燃料の依存度が過
半数を占めている。この目標に従うと前述の洞爺湖サミットでわが国が提案
している2050年までに世界全体の地球温暖化原因物質排出量を半減する長期
目標は，クリアが難しいだろう。
（３）新エネルギーの普及
新エネルギー利用等を進めるために「新エネルギーの利用等の促進に関す
る特別措置法」が1997年に制定されている。石油代替エネルギー法第２条に
石油代替エネルギーの種類 供給目標（原油換算）万ｋｌ
原子力 8,700（27.6％）
石炭 10,100（32.1％）
天然ガス 8,100（25.7％）
水力 2,100（6.7％）
地熱 100（0.3％）
その他の代替エネルギー 2,400（7.6％）
合計 3.1億k１
一次エネルギーに占める比率 ５５．６％
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規定するものを「製造し，もしくは発生させ，又は利用すること及び電気を
変換して得られる動力を利用すること（石油に対する依存度の軽減に特に寄
与するものに限る｡）のうち，経済性の面における制約から普及が十分でな
いものであって，その促進を図ることが石油代替エネルギーの導入を図ろた
め特に必要なもの」（第２条）としている。他方，再生可能エネルギーを普
及するための経済的誘導方法として北欧（英国やイタリアなど）や米国の複
数の州などでＲＰＳ（RenewablePortfolioStandard）制度が導入されてい
る。ＲＰＳ制度とは，再生可能エネルギー（または，新エネルギー）の普及
を目的として，電力会社に風力発電や太陽光発電などの導入の比率（または
導入量）を義務づけたものである。各国で電力の買い取り価格など運用面の
規定が異なっているが，経済的な誘導として進められている。
わが国では，2002年12月に施行した（一部の電気事業者関係は，翌2003年
４月から施行）「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置
法」（以下，新エネ等利用法とする｡）がＲＰＳ制度に相当する。この法では
新エネルギー等を，「①風力，②太陽光，③地熱，④水力（政令で定めるも
（15）
のに限る｡)，⑤バイオマス（動植物に由来する有機物であってエネノレギー源
として利用することができるもの［原油，石油ガス，可燃性天然ガス及び石
炭並びにこれらから製造される製品を除く。］をいう｡）を熱源とする熱，⑥
前項目に掲げるもののほか，石油（原油及び揮発油，重油その他の石油製品
（16）
をいう｡）を熱源とする熱以外のエネノレギーであって，政令で定めるもの」
（１７）
と定めている（新エネ等下り用法第２条)。また，当該法では，電力事業者に
対して新エネルギー等電気利用目標量が2003年度から定められている（新エ
ネ等利用法施行規則第２条第１項)。2007年度に定められた目標では，２０１４
年度に160.0億ｋＷｈが示されている。今後目標値が向上することでわが国
のエネルギー自給率の増加（エネルギー安全保障）及び地球温暖化対策の推
進が期待される。
1２４
四今後
オゾン層の破壊防止に対して国際的に進められた「オゾン層の保護のため
のウィーン条約」と「オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定書」は，
オゾン層の破壊とその原因物質であるフロン類等との因果関係が比較的高い
蓋然性を持った科学的証明が可能だったことと，排出源がある程度限定でき
たことで，排出抑制対策が進展したといえる。地球温暖化原因物質の排出抑
制をする場合，ＩＰＣＣによって地球温暖化と気候変動等被害との因果関係と
将来の被害予測の科学的証明の蓋然性がさらに解明されていかなければなら
ないだろう。しかし，地球温暖化による被害が多様であるため影響をすべて
解明することは極めて困難である。
今後，国際的な議論が展開していくポスト議定書においては，重要な発生
源である化石燃料の使用削減策の可能性も具体的に検討していく必要がある
だろう。環境保全上，実効がある法政策を行う上でも，エネルギーの安全保
障との調整は重要である。地球環境変動は，次世代にわたって被害が発生し
ていくことが予想されるため，持続的に取り組まれるように規制内容につい
て高い合理性が必要である。無理に規制を推し進めても，よい成果は期待で
きないだろう。
人の活動によって変化した物質バランスは，これから新たに様々な環境変
動を引き起こしてくることも予想される。その解明を実行するための社会シ
ステムを整備し，国際的コンセンサスが得られる適切な制度を作らなければ
ならない。気候変動は不可逆的な変化となってしまうこともあるため，制度
制定の進捗の遅れが地球環境を変えてしまう可能性も高い。また，合理性に
欠ける規制内容となると，食糧問題，エネルギー問題など他の社会問題が個
別地域に発生し，大きな被害を生じる恐れもある。地球的規模の環境変動を
防止するためのコントロールは，自然科学，社会科学の双方から十分議論し
なければならないだろう。
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（１）ただし，急性的な影響の場合は，汚染原因と被害の因果関係は比較的分析し
やすいが，長期間を要して被害が発生する慢性的な影響では，複数の被害発生要
因が存在することが多く，因果関係を証明することは困難である。
（２）欧州では2003年夏期に異常な高温が続き，欧州全域に熱波（気温が上昇し持
続する現象のこと）による熱中症など健康被害が発生し，欧州全体で約３万５千
人が死亡している。特にフランスの被害が深刻で，熱波が約２ヶ月間続き，パリ
では38℃を数回記録し，４０°Ｃを超えることもあった（パリの平均気温は約24℃で
東京の31℃よりかなり低く，通常ならば涼しい地域である)。この熱波で，フラン
ス国内だけで約１万５千名が亡くなっている。
（３）2007年７月に欧州南東部で発生した熱波は，深刻な山火事を起こしている。
（４）京都議定書第３条第１項（付属書Ａ)。
（５）京都議定書第２条第１項（ａ）（vi）及び（vii)，並びに第２項。
（６）気候変動に関する国際連合枠組み条約第３回締約国会議（2001年１０月29日～
１１月９日［(モロッコ，マラケシュ]）では，ＣＯＰ６再開会合で成立したボン合意
を前提に，次の事項について，詳細で具体的な運用ルールが合意された。
①京都メカニズム（共同実施［Jointlmplementation：Ｊ１]，クリーン開発メカニ
ズム［CleanDevelopmentMechanism：ＣＤＭ]，排出量取引［EmissionsTrad
ing：ＥＴ])，②土地利用，土地利用変化と林業（いわゆる吸収源)，③遵守制度，
④排出量と吸収量のモニタリング，報告，審査の制度，⑤途上国問題
（７）ハロゲンとは，フッ素，塩素，臭素，ヨウ素，アスタチンの５元素の総称で
ハロゲン物質とは，その化合物のことである。
（８）当該法規制の対象となっているフロン類（CFCs）は，第２条第１項から第３
項まで，第４条第１項第４号，第18条，第19条及び第３4条の規定に基づき，「特定
物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」第２条第１項別表に記
載されている。
（９）1997年12月に日本の京都で行われた（The3rdSessionoftheConference
ofＰａｒｔｉｅｓｔｏｔｈｅＵｎｉｔｅｄＮａｔｉｏｎｓＦｒａｍｅworkConventiononClimate
Change；気候変動に関する国際連合枠組み条約第３回締約国会議／ＣＯＰ３－
ＵＮＦＣＣＣ)。
(10）京都メカニズムには，つぎのシステムが定められている。
①排出量の取引：ある国が排出削減目標を超えて達成した場合，その排出量を他
の国に有償で譲渡すること。（京都議定書第17条）
②共同実施［附属書１国間］：ある締約国が，他の締約国で排出量削減事業を実施
し，排出量を減らした場合，その削減量の一部を自国の削減量に繰り入れできる
こと。（京都議定書第６条）
③CDM：締約国が，開発途上国で排出量削減事業を実施し，その削減量を自国の
削減量に繰り入れること。（京都議定書第12条）
なお，森林などによる二酸化炭素の吸収（森林シンク）も削減目標に算入する
ことが認められたため，京都メカニズムにも取り入れられている。
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(11）先進国と開発途上国の関係については，1972年にスウェーデン・ストックホ
ルムで開催された国連人間環境会議（UnitedNationsConferenceonthe
HumanEnvironment：ＵＮＣＨＥ）で採択された「人間環境宣言」では，「先進工
業国は，自らと開発途上国との間の格差を縮めるよう務めなければならない｡」こ
とが示された。また，1992年にブラジル・リオデジャネイロで行われた「国連環
境と開発に関する会議（UnitedNationsConferenceonEnvironmentandDevel‐
ｏｐｍｅｎｔ：ＵＮＣＥＤ)」で採択された「環境と開発に関するリオ宣言」で，「各国は
共通だが差異ある責任を有する」と躯われ，先進国に特別に加えられた責任を定
められている。環境保全に関する国際会議では常に重要な議題である。しかし，
先進国と開発途上国との格差は拡大しつつあるのが現状である。
(12）日本，米国，英国，フランス，ドイツ，イタリア，カナダ，ロシア及びＥＵ
の委員長が参加して行われた首脳国会議で，Ｇ８サミットと呼ばれている。1998年
のバーミンガムサミット以降，毎年開催されている。議論のテーマは，世界経済，
金融問題，環境，人口，グローバリゼーションである。
(13）1973年１０月に発生した第４次中東戦争で，第一次オイルショックが起きてい
る。この時，アラブ石油輸出国機構（OrganizationoftheArabPetroleumExpor‐
tingCountries：OAPEC）加盟の10カ国が原油の生産削減と供給制限を行った。
このことがきっかけとなり石油輸出国機構（OrganizationofPetroleumExport‐
ｉｎｇCountries：OPEC）に加盟するペルシャ湾岸６カ国も原油価格を大幅に値上
げしたことで石油価格が高騰した。1979年初頭のイラン革命で中東からの原油輸
出が中断したこと及び石油輸出国機構の原油値上げによって第二次オイルショッ
クが起きている。原油価格は，1979～1981年に３倍近くに高騰した。
(14）省エネルギー法のトップランナー方式規制の対象となる要件（法第七十九条
第一項に基づくエネルギーの使用の合理化に関する法律施行令第二十二条［最終
改正：平成一八年三月一七日政令第四四号]）として，年間の生産量又は輸入量
（国内向け出荷に係るものに限る）は，特定機器の区分に応じ次の数量以上である
ことが定められている。
－乗用自動車：二千台（乗車定員十一人以上のものにあっては，三百五
十台）
二エアコンディショナー：五百台
三蛍光ランプのみを主光源とする照明器具：三万台
四テレビジョン受信機：一万台
五複写機：五百台
六電子計算機：二百台
七磁気ディスク装置：五千台
八貨物自動車：二千台
九ビデオテープレコーダー：五千台
十電気冷蔵庫：二千台
十一電気冷凍庫：三百台
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十二ストーブ：三百台
十三ガス調理機器：五千台
十四ガス温水機器：三千台
十五石油温水機器：六百台
十六電気便座：二千台
十七自動販売機：三百台
十八変圧器：百台
十九ジャー炊飯器：六千台
二十電子レンジ：三千台
二十一ディー・ブイ・ディー・レコーダー：四千台
(15）政令で定めるものとは，「出力千キロワット以下の水力発電所の原動力として
用いられる水力」（新エネ等利用法施行令第一条第１項）：経済性の面における制
約が大きいため。
(16）政令で定めるものは，「バイオマス（v、に規定するバイオマスをいう｡）を発
酵させ，又は熱分解することにより得られる水素又は一酸化炭素を化学反応させ
ることにより得られるエネルギー（ｖ・に掲げる熱を除く。)」と示されている
（新エネ等利用法施行令第一条第１項，第２項［平成一九年三月三○日政令第九七
号])。
(17）電力事業者は，毎年度，その販売電力量に応じ一定割合以上の新エネルギー
電気の利用が義務づけられており，その義務を履行するに際して経済性やその他
の事業を考慮して，次の項目から最も有利な方法を選択することができることが
できる。①自ら新エネルギーによる発電を実施する。②新エネルギーを利用して
発電している他の事業者から電気を購入する。③他の電気事業者に義務を肩代わ
りさせる。
